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－総括１－ 

新規事業及び重要事業総括表 
Ⅰ 総 額 

 【一般会計】 

区分 令和３年度 令和２年度 伸び率 

予算総額 ３０４，３６６，５６９千円 ２８４，７２５，０９９千円 ６．９％ 

一般会計構成比        １４．４％         １４．５％ － 

 

 【公債費特別会計】 

予算総額 ５０２，０４９，４０４千円 ５４２，０００，９４９千円 △７．４％ 

 

 【市町村振興事業特別会計】 

予算総額 １３，６２０，０６９千円 １３，６２０，５９３千円 △０．０％ 

 

Ⅱ 主な新規事業及び重要施策                         （単位 千円） 

 １ 持続可能で豊かな未来への投資 

  Ｐ １  一部新規  埼玉版ＳＤＧｓの推進【計画調整課】                  １６，０９０ 

 ２ 生活の安心を高める 

  Ｐ ２       地籍調査の促進【土地水政策課】                  ２３４，２７２ 

  Ｐ ３       水源地域の保全の推進【土地水政策課】                １２，０００ 

  ３ 成長の活力をつくる 

  Ｐ ４       「あと数マイルプロジェクト」の推進【交通政策課】       １６，０００ 

  Ｐ ５  一部新規 地域公共交通の活性化の促進【交通政策課】            ２９３，４５７ 

  Ｐ ６       駅ホームの転落防止対策の促進【交通政策課】          １６３，９７６ 

  Ｐ ７       公共交通機関のバリアフリー化の促進【交通政策課】     ８０，４００ 

 ４ 魅力と誇りを高める 

   Ｐ ８  一部新規  デジタルトランスフォーメーションの推進【改革推進課】  ８７０，１２０ 

  Ｐ ９       ＡＩ等新技術による県民サービス向上と業務効率化【改革推進課】 

                                      １４２，１０４ 

  Ｐ１０   新規   業務効率化のためのデジタル基盤の整備【情報システム課】 

                                    １，２５６，０９０ 

  Ｐ１１   新規   新たな働き方・暮らし方の定着を踏まえた地方創生の推進【地域政策課】 

                                       ３４，４００ 

   Ｐ１２  一部新規  移住の促進及び地域との関わり創出の推進【地域政策課】  １０５，７３９ 

   Ｐ１３  一部新規  市町村に対する総合的な支援の推進【地域政策課・市町村課】 

                                    ８，２４８，００２ 
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埼玉版ＳＤＧｓの推進  

 

担当  計画調整課  SDGs推進担当

内線 ２１３３ 

 

１ 目的 

 「誰一人取り残さない、持続可能な発展・成長をする埼玉県づくり」を目指

すため、県民や企業・団体等がＳＤＧｓに取り組む環境を整え、全県的な埼玉

版ＳＤＧｓの推進を図る。 

 

２ 事業内容 

（１）埼玉県ＳＤＧｓ官民連携プラットフォームの運営 

 ＳＤＧｓに関するシンポジウム・研修の実施や情報収集、連携促進などができるプラ

ットフォームを運営し、企業やＮＰＯ、大学、金融機関、経済団体、行政等の参加を促

すことで、ＳＤＧｓにおける担い手の裾野を拡大する。 

 

（２）埼玉県ＳＤＧｓパートナー登録制度の運営 

 一定の目標を掲げＳＤＧｓを推進する企業・団体等を登録し、その取組をＰＲするこ

とで、自ら本格的にＳＤＧｓに取り組む企業・団体等を支援する。 

 

（３）新規県民参加の促進 

 県民レベルにおける埼玉版ＳＤＧｓへの参加を促進するため、埼玉版ＳＤＧｓ推進ア

プリや学校・イベント等における普及啓発を実施する。 

 

３ 予算額 １６，０９０千円 
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地籍調査の促進  

 

                 担当 土地水政策課 総務・国土調査担当  

                   内線 ２１８６ 

 

１ 目 的 

  土地登記簿及び公図は、その多くが明治時代に作成された字限図
あざぎりず

等を基に作成されて

おり、実際の土地の境界や面積と一致していない場合が多い。 

  境界トラブルの未然防止、被災後の迅速な復旧・復興、公共事業の円滑化等を図るた

め、市町村が実施する地籍調査を促進する。 

 

２ 事業内容 

（１）地籍調査事業（予算額 ２３３，９２２千円） 

    地籍調査（土地の所有者、地番、地目及び境界の調査・確認、面積の測量等）を実 

    施する市町村に対して補助する。 

   ・ 対   象  １９市町 

   ・ 負 担 割 合  国１／２、県１／４、市町村１／４ 

（２）地籍調査準備支援事業（予算額 ３５０千円）  

    地籍調査を促進するため、未実施市町の準備（予算・事業量の把握、測量方法の選 

    定等）に要する費用を県が支援する。 

   ・ 対 象  地籍調査未実施市町 

   ・ 補 助 率  １／２以内 

   

３ 予算額 ２３４，２７２千円 
 

＜ 地 籍 調 査 ＞ 

 
 

 

 

 

 

 

    

      明治時代の字限図 

 

 

 

字限図とは： 

明治時代に当時の測量技術に基づいて作成 

された地図で、正確でない場合が多い。 

地籍図とは： 

地籍調査により正確な測量技術をもって一筆

毎の境界を定めて作成された地図。 

地 籍 図 

 



                                 

 - 3 - 

水源地域の保全の推進  

 

担当 土地水政策課 水源地域対策担当  

                  内線 ２１８９     

 

１ 目 的 

  安心・安全な水資源の安定確保と災害防止を図るため、ダム水源地域の市町が実施す 

 る水源地域の保全に関する事業を支援する。 

 

２ 事業内容 

  県と下流市町が積み立てた基金を活用し、ダム水源地域の市町（秩父市・飯能市・ 

 小鹿野町・神川町）に対して、水源林の整備や管理、災害対策など水源地域を保全する 

 ために要する費用について交付金を交付する。 

 

３ 予算額 １２，０００千円 

 

 ■ 事業の仕組み                      ■ 支援事業の概要 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県 

 市町 
 

埼玉県水源地域対策基金 

ダム水源地域の市町が行う 

水源地域の保全事業 

（水源林管理、保全・防災事業等） 

下
流
自
治
体
の
支
援
か

り
ゅ
う 

 市町 

 市町が独自で実施し、負担の大きか

った水源地域の保全事業の支援を拡充 

 

【主な支援事業内容】 

  間伐・植樹等 

  土砂・流木・風倒木の撤去 

  森林管理道の清掃・修繕 

  渓流の浚渫、清掃 

  森林保険への加入 

土砂・倒木撤去の例 

 

撤 去 前 

土砂流出状況 

撤 去 後 
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「あと数マイルプロジェクト」の推進 

 

担当 交通政策課 調査計画・３セク線担当 

内線 ２２３５         

 

１ 目 的 

  鉄道の延伸に向けた検討を進め、公共交通の更なる利便性向上を図る。 

 

２ 事業内容 

   「公共交通の利便性向上検討会議」でとりまとめた「取組の方向性」を踏まえ、鉄

道の延伸の調査等を実施する。 

（１）県内公共交通網の調査検討（予算額 ９，５００千円） 

  ・東京12号線、東京８号線、日暮里・舎人ライナー、多摩都市モノレールについて 

   延伸の課題に係る調査を実施する。 

  ・沿線自治体の検討への協力、関係者との調整等を行う。 

（２）埼玉高速鉄道線延伸の調査検討（予算額 ６，５００千円） 

   埼玉高速鉄道線（地下鉄７号線）の浦和美園から岩槻までの延伸について、 

  さいたま市と連携して調査・検討を進めていく。 

 

３ 予算額 １６，０００千円 

 

 令和２年度 公共交通の利便性向上検討会議 

埼玉高速鉄道線、東京 12 号線、東京８号線、日暮里・舎人ライナー、 

多摩都市モノレールについて、延伸に向けた課題の整理と取組の方向性を検討 

令和３年度 課題の解決に向けた調査、調整等 

公共交通の利便性向上検討会議で示された延伸に向けた課題について、 

取組の方向性を踏まえ、調査、調整等を実施 



  一部新規 
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地域公共交通の活性化の促進 
 
              担当 交通政策課 交通企画・バス担当 

   鉄道担当 

              内線 2237(交通企画・バス担当) 2236(鉄道担当) 

 

１ 目 的 

 急速な高齢化の進展を踏まえ、高齢者をはじめとした地域住民の移動手段の確保・充

実を図るとともに、公共交通の利便性向上や利用促進等の取組を行い、地域公共交通の

活性化を図る。 

 

２ 事業内容 

（１）バス路線維持対策事業（予算額 １１５，６１６千円） 

   地域住民の生活の足として重要なバス路線の維持・確保を図るため、市町村 

  等に対して、運行費用を補助する。（補助率：運行費用の赤字分の１／２） 

（２）地域公共交通活性化促進事業（予算額 ３４，８４１千円） 

   地域公共交通の確保・充実を図るため、市町村等に対して、バス路線等の再編 

  や利用促進に係る費用を補助する。（補助率：再編等に係る初期費用の１／２） 

（３）一部新規 地域公共交通観光利用促進事業（予算額 １４３，０００千円） 

   地域公共交通の利便性向上や利用促進を図るため、旅行者等が利用しやすい地域公

共交通の環境整備等の経費を補助する。 

   （補助率：観光利用促進事業費の１／２、 

        秩父鉄道ＩＣカード乗車券システム導入事業費の１／６） 

      

３ 予算額 ２９３，４５７千円 
 

【秩父鉄道ＩＣカード乗車券システム イメージ】 

  

自動改札機 簡易改札機 
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駅ホームの転落防止対策の促進 
 

担当 交通政策課 鉄道担当 

内線 ２２３６       

１ 目 的 

  駅ホームからの転落事故の防止を図るため、ホームドアの整備を促進する。 

  また、ホームドアが未整備の駅について、内方線付き点状ブロックの整備を促進する

とともに、駅での声かけ・サポートの活動を支援し、駅ホームの安全対策を促進する。 

 

２ 事業内容 

（１）ホームドア設置促進事業（予算額 １６２，４９０千円） 

    ホームドアの整備費用の一部を負担する市町村に対して補助する。 

   （補助率：１／６（市町村負担額の１／２）） 

    対象駅：東武伊勢崎線 谷塚駅、草加駅、獨協大学前駅、新田駅、蒲生駅、越谷駅 

       埼玉高速鉄道線 東川口駅、戸塚安行駅、新井宿駅、鳩ヶ谷駅、 

               南鳩ヶ谷駅、川口元郷駅 

              （８両編成列車運行に伴うホームドアの増設） 

（２）点状ブロック整備促進事業（予算額 １，４８６千円） 

   ア 内方線付き点状ブロックの整備費用の一部を負担する市町村に対して補助する。 

    （補助率：１／６（市町村負担額の１／２）） 

      対象駅：西武新宿線 航空公園駅 

   イ 駅での声かけやサポート方法を示したハンドブックを作成し、鉄道利用者等によ 

   る駅ホームの安全対策を促進する。 

 

３ 予算額 １６３，９７６千円 

 

ホームドア 

 

内方線付き点状ブロック 

内方線 

内方線とは： 

 視覚障害者の方がホームで 

位置が分からなくなった時に、 

ホームの内側が確認できるもの 
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公共交通機関のバリアフリー化の促進 

 

                担当 交通政策課 鉄道担当 

                         交通企画・バス担当 

                内線 2236(鉄道担当) 2237(交通企画・バス担当) 

 

１ 目 的 

 年齢や障害の有無にかかわらず誰もが快適に安心して公共交通機関を利用できるよう駅

やバス・タクシーのバリアフリー化を促進する。 

 

２ 事業内容 

（１）みんなに親しまれる駅づくり事業（予算額 １７，５００千円）※ふるさと創造資金 

  障害者対応型トイレの設置などの駅のバリアフリー化を進める市町村に対して、設置

費用の一部を補助する。 

  （補助率：市町村負担額の１／２） 

（２）ノンステップバス導入促進事業（予算額 １４，５００千円）※ふるさと創造資金 

  ノンステップバスの導入費用の一部を負担する市町村に対して補助する。 

  （補助率：市町村負担額の１／２） 

（３）タクシーバリアフリー化促進事業（予算額 ４８，４００千円） 

   ユニバーサルデザインタクシーを導入するタクシー事業者に対して、車両購入費の 

    一部を補助する。 

   （補助額：６００千円／台） 

 

３ 予算額 ８０，４００千円 

 

   ＜ノンステップバス＞        ＜ユニバーサルデザインタクシー＞ 

床面を超低床構造にした乗降しやすいバス   車椅子の方など誰にも利用しやすいタクシー 

 

 

 

 

 

 

 

 



一部新規 
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デジタルトランスフォーメーションの推進  
 

担当 改革推進課 ＡＩ推進担当  

内線 ２４４２         

 

１ 目的 

県民がメリットを実感できる社会全体のデジタルトランスフォーメーション

（ＤＸ）を目指し、テレワーク環境の整備、ペーパーレス化推進など行政のデ

ジタル基盤確立を図る。  

 

２ 事業内容 

（１）一部新規 テレワーク環境の整備（予算額 ３５５，５３６千円） 

  遠隔地での業務の実現及びコミュニケーションの円滑化を図るため、テレワークシ

ステム及びＷｅｂ会議等が可能なＷｅｂコミュニケーションツールを全庁に

整備する。 

 

（２）一部新規 ペーパーレス化の推進（予算額 ４３１，３２０千円） 

テレワークで作成するファイルなど業務データを安全に管理するとともに、

ペーパーレスでの説明や決裁、会議を効率的に実施するための環境を整備す

る。 

 

（３）新規 Ｗｅｂデータベースの構築（予算額 ２７，１１０千円） 

手続のオンライン化を推進するため、一度入力した情報を二度目の申請で

不要とする、ワンスオンリー実現のための新たなシステムを整備する。 

 

（４）新規 ＤＸ計画実行事業（予算額 ５６，１５４千円） 

デジタル知見を有する事業者からのＤＸ実行計画策定や技術的なアドバイ

ス等の支援により、ＤＸの計画の着実な実行を図る。 

 

３ 予算額 ８７０，１２０千円  
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ＡＩ等新技術による県民サービス向上と業務効率化  

 

担当 改革推進課 ＡＩ推進担当  

内線 ２４４２         

 

１ 目的 

最新のＡＩ等新技術を活用することで、誰もが行政情報へアクセスしやすい

環境を整備し県民サービスを向上させるとともに、職員の業務効率化を図る。  

 

２ 事業内容 

（１）埼玉コンシェルジュの推進（予算額 ３０，３３６千円） 

  ＡＩを活用し、パソコンやスマートフォンから、いつでも気軽に問合せを行える県

民向けＡＩチャットボット「埼玉コンシェルジュ」を運用するとともに、回答内容の

充実を図る。 
 

（２）音声翻訳システムの導入（予算額 ６，１６２千円） 

外国人と円滑なコミュニケーションを実現する翻訳アプリを搭載したタブレット端

末について、導入窓口を拡大する。 

 

（３）ＲＰＡ技術による事務の自動化（予算額 ７７，００５千円） 

   パソコン上の定型的業務をソフトウエアロボットが自動で繰り返すＲＰＡの導入を

進めるとともに、ＡＩ－ＯＣＲにより手書きの紙媒体などを電子化することで、ＲＰ

Ａ適用範囲を拡大する。 

 

（４）業務アシスタントの推進（予算額 ２８，６０１千円） 

業務に関するマニュアル等を集約し、ＡＩを活用して高度検索する職員支援システ

ム（業務アシスタントシステム）により、業務効率化を図る。 

 

３ 予算額 １４２，１０４千円

 

 

 

 

 



新 規  
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業務効率化のためのデジタル基盤の整備 
 

担当 情報システム課 企画・セキュリティ担当 
業務効率化推進担当  

内線 ２２６９・２２８２  

 

１ 目 的 

業務及び県民サービスの着実なデジタル化と新たな行政サービスの創出を実行してい

くため、庁内のデジタル基盤となる業務基幹システム、ネットワーク、利用端末を整備

する。 

 

２ 事業内容 

（１）業務基幹システムの設計（予算額 １００，０９３千円） 

  業務システム（文書管理、財務会計、旅費）及び共通基盤（職員情報認証基盤等）

の再構築に向けた設計を行う。 

 

（２）次期県庁ＬＡＮの設計と地域機関の無線ＬＡＮ化（予算額 ５４６，１５７千円） 

 次期県庁ＬＡＮの再構築に向けた設計を行うとともに、地域機関の無線Ｌ

ＡＮの整備を進める。 

 

（３）モバイルパソコンの導入（予算額 ６０９，８４０千円） 

 モバイルワークへ対応するために、ＳＩＭカード内蔵のモバイルパソコン

の導入を進める。 

 

３ 予算額  １，２５６，０９０千円 
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新たな働き方・暮らし方の定着を踏まえた地方創生の推進  

 

担当 地域政策課 地域振興担当  

内線 ２７７４         

 

１ 目  的 

   新型コロナウイルス感染症の影響により、県民の意識や生活様式に様々な変化が生じ

 ている。こうした変化を的確に捉え、今後加速する人口減少・超少子高齢化に対応して 

  いくため、地域の特性を生かした地方創生を推進する。 

 

２ 事業内容 

 （１）新たな地方創生 調査・分析・企業連携事業 

   ① 地域特性の調査・分析 

      新たな働き方・暮らし方の定着を踏まえた県民意識や生活環境の変化を調査・分 

       析し、地域の課題を抽出する。 

 

     ➁ 取組テーマの検討、モデル事業の企画立案 

      地域ごとに開催する「地域の未来を考える政策プロジェクト会議（未来会議）」 

       において、県・市町村・民間が一体となって地方創生の取組テーマを検討する。 

        さらに、具体的なモデル事業を企画立案する。 

 

     ➂ 連携企業の提案・マッチング 

      モデル事業を連携して実施する企業の提案・マッチングを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予算額 ３４，４００千円 

 

   

 モデル事業例（イメージ） 

地域商社 
地域資源のブランド化、稼げる

地域の仕組みづくりなど 

地域物流 
産地直送・貨客混載による地域物流

の効率化など 

リモート相談 
 オンライン診療、健康相談、 

 単身高齢者の見守りなど 

地域特性の 

調査・分析 

未来会議との協働 

取組テーマの検討 

モデル事業 

の企画立案 

連携企業の提案 

マッチング 

モ
デ
ル
事
業
の
実
施 

 事業実施の流れ 
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移住の促進及び地域との関わり創出の推進  

 

                     担当 地域政策課 地域振興担当  

                     内線 ２７９８  
 

１  目  的  

   圏央道以北の地域を中心に人口減少が進んでいるため、自然豊かで都心に近く、テレ

ワークを活用した働き方に適した本県への移住を促進する。また、地域活動の新たな担

い手を確保するため、地域との関わりを創出する事業を実施する。 
  

２  事業内容  

（１）移住の促進  

   ア  住むなら埼玉移住総合支援事業（予算額 ３４，０７４千円） 

     本県への移住相談窓口として「住むなら埼玉移住サポートセンター」（有楽町） 

    を運営するとともに、移住促進プロモーションを展開する。 

   イ 市町村の移住促進事業への補助 ※ふるさと創造資金 

     移住お試し住宅の整備経費等を補助する。（補助率：２／３～３／４） 

   ウ 地方創生移住支援金事業（予算額 ５４，５２７千円） 

       東京２３区から対象９市町村に移住し就業した者等に最大１００万円を支給す 

    る。（国１／２・県１／４・市町村１／４） 

（２）  地域との関わり創出の推進 

   ア 新規テレワーク・副業×地域ミッション事業(予算額 １０，６３７千円) 

       都内企業の社員等を対象に、県内でテレワーク等を行いながら、市町村と連携 

    した地域貢献の取組に参画する事業を実施するとともに、市町村と企業をマッチ 

    ングする交流会を開催する。また、テレワークに適した本県の魅力をＰＲする。 

 

 

 

 

 

    

 

   イ 官民連携担い手創出事業 ※ふるさと創造資金 

      市町村によるサテライトオフィス整備や「地域関わり隊」の活動に係る経費に 

    ついて補助する。（補助率：２／３～３／４） 

   ウ 埼玉つながり創出推進事業（予算額 ６，５０１千円） 

    （ア）県内市町村と都市部との交流事業に対して補助する。（補助率：２／３） 

    （イ）「体験型」のふるさと納税返礼品を市町村と連携して開発・促進する。 
 

３  予算額  １０５，７３９千円  

地域ミッションイメージ 

（地域おこし協力隊との協働） 
テレワーク勤務場所イメージ 

（本庄市内コワーキングスペース） 
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市町村に対する総合的な支援の推進 
 

                 担当 地域政策課 地域振興担当 

                    市町村課  財政担当 

                 内線 2798(地域政策課 ) 2683（市町村課） 

１ 目 的 

  市町村の主体的な取組を促進するため、埼玉県ふるさと創造資金、埼玉県ふ

るさと創造貸付金、埼玉県分権推進交付金等による総合的な支援を行う。  
 

２ 事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

３ 予算額 ８，２４８，００２千円 

〇 社会基盤整備事業等への低利の資金貸付制度 

 
 
 
 （１）市町村提案・実施型事業 

     地域資源や市町村の強みを活かした取組を補助 

       ・ 魅力ある地域づくり事業（補助率：1/3～1/2） 

       ・ 市町村と地域団体との協働事業（補助率：1/3～1/2） 

       ・ 広域連携によるスマート自治体転換等支援事業（補助率：1/2～2/3） 

       ・ 権限移譲特別推進事業（定額補助） 

 （２）県政策連動型事業 

     県政の重要課題の解決に向けた取組を補助 

       ・ 住むなら埼玉移住促進事業（補助率：2/3～3/4） 

     ・ 官民連携担い手創出事業（補助率：2/3～3/4） 

       ・ 超少子高齢化対策モデル支援事業（補助率：2/3） 

       ・ 新規埼玉版 SDGs推進事業（補助率：2/3） 

      埼玉版 SDGsの理念に沿った先進的な事業や啓発に要する経費を補助 

       ・ 「東京 2020 ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ」ﾚｶﾞｼｰ創出事業（補助率：1/2） 

       ・ 県重点政策連動事業（補助率：1/3～1/2） 

       ・ 公共交通バリアフリー化支援事業（補助率：1/3～1/2） 

  （３）災害等対策事業 

      災害等の不測の事態への対応を補助 

         ・ 新規広域避難連携推進事業（補助率：2/3） 

      市町村の区域を超えた広域避難のための計画策定等に係る経費を補助 

         ・ 市町村緊急支援事業（補助率：2/3） 

埼玉県ふるさと創造貸付金（６０億円） 

埼玉県分権推進交付金（７億４,８００．２万円） 

埼玉県ふるさと創造資金（１５億円） 

〇 市町村に権限移譲した事務の事務処理経費等への交付

制度 

〇 市町村が主体的に実施する事業への補助制度 


